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○ 2023年７⽉の世界の平均気温は16.95度で、これまでで最も高かった2019年7月の16.63度を上回り、
記録のある1940年以降、最も暑い月を記録。また、極域を除く世界の平均海面水温は同７月28日に
20.95度となり過去最高を記録。（出典：コペルニクス気候変動サービス、欧州中期気象予報センター）

○ 日本においても、同年7⽉の平均気温は平年を示す基準値（1991～2020年の平均）を1.91度上回り、統
計を開始した1898年以降で最も高くなった。さらに、東北や九州等で豪雨災害が発生するなど、各地で
異常気象による深刻な農業被害も発生。

深刻化する地球温暖化
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世界の平均気温が最高を記録 日本の７月の平均気温が最高を記録

各年の平均気温の基準値からの偏差
偏差の5年移動平均値
長期変化傾向

※基準値は1991～2020年の30年平均値

※この図は、NASAのGISTEMP解析に基づく、1880年代以降の7⽉ごとの世界の気
温偏差を示している。気温偏差は、7⽉の世界の気温が1951年から1980年の平年
値をどれだけ上回ったか、下回ったかを示している。

出典：NASAゴダード宇宙研究所

2023年7⽉の平均気温が1880年以降
のどの⽉よりも高い偏差を記録

2023年7⽉



○ 気候変動に関する政府間パネル(IPCC)は、本年３⽉、気候変動に関する最新の科学的知見につき、 2021年か
ら2022年にかけて公表された３つの作業部会*の報告書等の内容を統合した第６次評価報告書（AR6）統合報
告書を公表（2014年のAR5統合報告書以来９年ぶり）。
* 第１作業部会（自然科学的根拠）、第２作業部会（影響・適応・脆弱性）、第３作業部会（気候変動の緩和）

（参考）第３作業部会報告書における記述
研究開発はすべてのAFOLU分野の対策にとっての鍵。それであって
もなお、農業のメタンと一酸化二窒素の緩和は、コスト、農業シス
テムの多様性と複雑さ、収量増加の必要性の高まり及び家畜製品の
需要の増加によって制約を受ける。

✓人間活動が主に温室効果ガスの排出を通して地球温暖化を引き起こしてきたことには疑う余地がない。
✓人為的な気候変動は、既に世界中の全ての地域において多くの気象と気候の極端現象に影響を及ぼして

いる。このことは、自然と人々に対し広範な悪影響、及び関連する損失と損害をもたらしている。
✓温暖化を1.5℃又は2℃に抑えるには、この10年間に全ての部門において急速かつ大幅で、ほとんどの場
合即時の温室効果ガスの排出削減が必要であると予測される。
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気候変動等に関する最新の科学的知見（IPCC第6次評価報告書(AR6)の概要）

農林水産関係の主な記述

IPCC第6次評価報告書
第2作業部会報告書
統括執筆責任者

・気候変動は、食料安全保障を低下させている。
・農業生産性は全体的に向上してきたが、過去50年間、気候
変動によってその伸び率は世界全体で鈍化している。

・海洋の温暖化と酸性化は、漁業と貝類の養殖業による食料生
産に悪影響を与えている。

・気候に起因する食料不安や食料供給の不安定性は、地球温暖
化の進行に伴い増加すると予測される。

・効果的な適応の選択肢には、栽培品種の改善等が含まれる。
・乱獲され枯渇した漁業の再建は、気候変動による漁業への

悪影響を軽減する。

画像出典：農研機構HP

・2019年の世界の温室効果ガス排出量のうち、22％が農業、
林業及びその他の土地利用（AFOLU）分野から排出された。

・CO2/GHG正味ゼロを達成するためには、一部の「削減が困
難な」残余排出量（例：農業等）について、二酸化炭素除去
手法（吸収源等）の導入によって相殺する必要がある。

・（AFOLU分野の対策には）トレードオフの最小化のため、
食料安全保障等の目的と整合した統合的アプローチが必要。

・森林等の生態系の保全、管理の向上、回復は、経済的緩和ポ
テンシャルの最大の割合を提供する。

・森林経営の向上、土壌炭素隔離及びブルーカーボン管理等は、
生物多様性と生態系機能、雇用及び地域の生計を強化しうる。

・長寿命な木材製品等、持続可能な方法で調達された農林産物
は、他の部門におけるGHG排出量の多い製品を代替しうる。

農研機構・農業環境研究部門
長谷川利拡



• 2009年にストックホルム・レジリアンス・センターの研究者らが、
気候変動、種の絶滅の速度と窒素の循環については、高リスクの
領域にあると報告。

• 2023年に内容を更新し、初めて９つの領域全てを評価。
９つの環境要素のうち、気候変動、生物圏の一体性（種の絶滅の
速度・生態系機能の消失）、生物地球化学的循環（窒素・リン）、
土地利用の変化、淡水利用、新規化学物質汚染の６つが人間が安
全に活動できる領域を超えている。

• 気候変動と土地利用変化の環境要因が、異なるレベルで領域を超
える地球システムモデルにおいて、地球システムに対する人為的
影響は、システム全体で考慮されなければならない。

◆ ストックホルム・レジリエンス・センターによる報告（2023年）

 9つの環境要素のうち、6つが人間が安全に活動できる領域を超えている。地球システムに対す
る人為的な影響はシステム全体で考慮する必要。

出典:"Azote for Stockholm Resilience Centre, based on analysis in 
Richardson et al 2023"に加筆

プラネタリー・バウンダリー（地球の限界）
地球の変化の各項目について、人間が安全に活動できる範囲内
にとどまれば、人間社会は発展し繁栄できるが、境界を超える
ことがあれば、人間が依存する自然資源に対して回復不可能な
変化が引き起こされる。

放射強制力

CO2濃度

新規化学物質

生態系機能の消失

淡水利用
（ブルーウォーター）

グリーン
ウォーター

リン
窒素

※ 緑色は人間が安全に活動できる範囲を示しており、６つの領域で
その範囲を超えている

プラネタリーバウンダリーによる地球の現状

大気エアロゾルの負荷

プラネタリー・バウンダリー（地球の限界）

6



○ 日本の年平均気温は、100年あたり1.30℃の割合で上昇。
○ 2023年の夏(６～８⽉)及び2020年の年間の日本の平均気温は、統計を開始した1898年以降最も高い値。
○ 農林⽔産業は気候変動の影響受けやすく、高温による品質低下などが既に発生。
○ 降雨量の増加等により、災害の激甚化の傾向。農林⽔産分野でも被害が発生。

 日本の年平均気温偏差の経年変化

年平均気温は長期的に上昇しており、特に1990年以降、高温となる年が頻出

年平均気温偏差
5年移動平均値

長期変化傾向

 １時間降⽔量50mm以上の年間発生回数

 農業分野の被害

2013年～2022年の10年間の平均年間発生回数は約328回
1976年～1985年と比較し、約1.5倍に増加

白未熟粒(左)と正常粒(右)の断面

・⽔稲：高温による品質の低下 ・りんご：成熟期の着色不良･着色遅延
 農業分野への気候変動の影響

温暖化による気候変動・大規模自然災害の増加

7
被災したガラスハウス

（令和元年房総半島台風）
河川氾濫によりネギ畑が冠水
（令和５年７月秋田県能代市）



農産物の収量や品質、栽培適地などの将来予測
○ CO2濃度が増加し続け日本での気温上昇が大きくなる悲観的な条件では、品種の構成や栽培技術が変わらないと仮定した場合、日本全体の水稲の収
量は、今世紀末には20世紀末の約80％に減収すると予測。日本全体の白未熟粒率の平均値は、今世紀末では約40％と予測。

○ ぶどうは主産県において高温による着色不良発生頻度が上昇し、りんごやうんしゅうみかんは栽培適地が北方や内陸地へ移動することが予測されている。
○ 農業現場に適切な適応策を導入し、気候変動による影響を軽減することが必要。

うんしゅうみかんの栽培適地予測りんごの栽培適地予測

資料：農林水産省「気候変動の影響への適応に向けた将来展望」(2019) 資料：農林水産省「気候変動の影響への適応に向けた将来展望」(2019)

RCP8.5(高位参照シナリオ)
資料： Yasushi ISHIGOOKA, Toshihiro HASEGAWA, Tsuneo KUWAGATA, Motoki NISHIMORI, Hitomi WAKATSUKI (2021) Revision of estimates of climate change impacts on rice yield and quality in Japan 
by considering the combined effects of temperature and CO2 concentration. Journal of Agricultural Meteorology, 77 (2), 139-149, doi:10.2480/agrmet.D-20-00038 (Licensed under CC BY 4.0)

資料：農業・食品産業技術総合研究機構「ブドウ着色不良発生頻度予測詳細マップ」（2019）

1981-2000 年
1981ｰ2000年 2046-2055年

収量
※1981～2000年平均
を100として

白未熟粒率

低 高 低 高

                               

 
 

 
 

 

1981ｰ2000年

2046-2055年

2031-2050年

ぶどう「巨峰」（露地栽培）の着色不良発生頻度予測水稲の2081年～2100年の収量及び白未熟粒率予測

RCP4.5(中位安定化シナリオ)

RCP8.5(高位参照シナリオ)
RCP8.5(高位参照シナリオ)
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令和5年1月13日 食料・農業・農村政策審議会
基本法検証部会 資料抜粋
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家畜の伝染性疾病や病害虫の侵入・まん延リスクの増大
○ 気候変動や農地利用の変化に伴い、家畜の伝染性疾病を媒介する野生生物の分布域が拡大。気候変動によりミカンコミバエ等の病害虫も発生地域の
拡大、発生時期の早期化、発生量の増加が確認されている。

○ 訪日外客数は20年間で約7倍増加、持込禁止品の摘発件数も増加しており、これまでに国内で発生していなかった病害虫や家畜の伝染性疾病の侵
入・まん延リスクが増大。

○ これらの家畜の伝染性疾病や病害虫は食料生産を脅かす存在であり、中国では2018年のアフリカ豚熱（ASF）発生により、豚の飼養頭数が約4割減
少し、豚肉価格が大幅に高騰。2018年に鹿児島県等で発生したサツマイモ基腐病により単収は平年と比べ２割減少した。

訪日外客が持ち込んだ
豚ソーセージ

資料：環境省「全国のニホンジカ及びイノシシの
個体数推定及び生息分布調査」

中国の豚肉価格の推移野生イノシシの生息分布図

（元/kg）
ASF発生

（推移(%)）

飼養頭数は約
４割減少

ASF発生

中国の豚飼養頭数の推移

（万人） 訪日外客数と禁止品の摘発件数

440万人

3188万人

資料： alic「中国の養豚業におけるアフリカ豚熱の影響」

資料：（訪日外客数）日本政府観光局
(禁止品摘発件数）農林水産省「動物検疫統計」「植物検疫統計」

家畜の伝染性疾病や病害虫の侵入・まん延リスクの増加 家畜の伝染性疾病の拡大による食料生産への影響

（万件）

11.0万件

1.7万件（動物）
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罹病により収穫が皆無となったほ場

サツマイモ基腐病による被害

病害虫による食料生産への影響

資料：農林水産省「作物統計」

(kg/10a)

2,690 

2,370 2,300 2,330 

1,970 
1,850 

1,500

1,800

2,100

2,400

2,700

3,000

2016 2017 2018 2019 2020 2021

かんしょの単収（鹿児島県）

基腐病発生

(匹)

果実を食害する
ミカンコミバエの幼虫

2.8万件（植物）

12.5万件

九州地方における
ミカンコミバエ種群の誘殺状況

約20元

約50元

資料：農林水産省植物防疫課調べ

2018.1 2018.8 2019.12

2018.1 2018.8 2020.22017.7

令和5年1月13日 食料・農業・農村政策審議会
基本法検証部会 資料抜粋
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2021年度排出量
4,949万t-CO2

 日本の農林⽔産分野のGHG排出量

＊排出量の合計値には、燃料燃焼及び農作物残渣の野焼きによるCH4・N2Oが含まれているが、
僅少であることから表記していない。このため、内訳で示された排出量の合計とガス毎の
排出量の合計値は必ずしも一致しない。

出典：国立環境研究所温室効果ガスインベントリオフィス「日本の温室効果ガス排出量
データ」を基に農林⽔産省作成

総排出量
11億7,000万t-CO2

（2021年度）

世界全体と日本の農林⽔産分野の温室効果ガス(GHG)の排出
○ 世界のGHG排出量は、590億トン（CO2換算）。このうち、農業･林業･その他土地利用の排出は22％

（2019年）。
○ 日本の排出量は11.7億トン。うち農林⽔産分野は4,949万トン、全排出量の4.2%（2021年度）。

＊日本全体のエネルギー起源のCO2排出量は世界比約3.2％(第5位、2019年(出典:EDMC/エネルギー経済統計要覧))
○ 日本の吸収量は4,760万トン。このうち森林4,260万トン、農地・牧草地350万トン（2021年度）。

単位：億t-CO2換算
＊「農業」には、稲作、畜産、施肥などによる排出量が含まれる

が、燃料燃焼による排出量は含まない。
出典：「IPCC 第6次評価報告書第３作業部会報告書（2022年）」

を基に農林⽔産省作成

人為起源の
GHG排出量

約590億t-CO2
（2019年）

世界の農林業由来のGHG排出量

農林⽔産分野の排出量
4,949万t-CO2（4.2%）

（2021年度）
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CO2
1,765

(35.7%)

CH4
2,220

(44.9%)

N2O
964

(19.5%)

単位：万t-CO2換算
＊温室効果は、CO2に比べCH4で25倍、N2Oで298倍。
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11

12

13

14

15

1990年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

排
出

量
（

億
t-

CO
2換

算
）

食品飲料製造業 農林⽔産業 その他

11億
4,700万t

（同 -18.5%）

11億
7,000万t

【前年度比+2.0%】
（2013年度比

-16.9%）

14億
800万t

12億
7,500万t

13億
5,900万t

（2013年度比
-3.5%） 13億

2,000万t
（同 -6.2%）

13億
200万t

（同 -7.4%）
12億

8,900万t
（同 -8.4%） 12億

4,500万t
（同 -11.6%）

日本の温室効果ガス排出動向
（出典）国立環境研究所温室効果ガスインベントリオフィス「日本の温室効果ガス排出量データ」を基に農林⽔産省作成

（確報値）

日本の温室効果ガス排出動向と農林⽔産分野の排出割合

注：「食品飲料製造業」は温室効果ガスのうち、CO2のみの数値である。

○ 2021年度の我が国の温室効果ガス総排出量は11億70百万トンで、前年度比で2.0%増加。
○ 近年、農林⽔産分野の排出割合は４％前後で推移。

0

4.2%
1.7%

12億
1,000万t

（同 -14.1%）
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国連気候変動枠組条約（1992年採択 1994年発効）
 締約国は198か国・地域

• 究極の目的は、大気中の温室効果ガスの濃度安定化
• 先進国は2000年までに削減努力し、「共通であるが差異のある責任」の原則
• 人為的な排出量を1990年レベルへ回復
• 締約国は、温室効果ガスインベントリ報告の義務

京都議定書（1997年採択 2005年発効）
 締約国は192か国・地域

• 先進国の排出量について法的拘束力のある数値目標を設定
• 第１約束期間：2008～2012年の5年間 第２約束期間：2013～2020年の8年間
• 京都メカニズム（共同実施、クリーン開発メカニズム、排出量取引）

パリ協定（2015年採択 2016年発効）
 締約国は195か国・地域 ※2022年7⽉25日現在

• 世界共通の長期目標として2℃目標の設定。1.5℃に抑える努力を追求
• 途上国を含む全ての締約国は自国が決定する貢献（削減目標）を提出し実施状況を報告
• 2020年からの本格運用に向けて、2018年12⽉のCOP24で実施指針を採択
• 2021年11⽉のCOP26で第６条（市場メカニズム）をはじめとする重要な交渉議題で合意に至り、

パリ・ルールブックが完成

気候変動に関する国際枠組
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国内の取組
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地球温暖化対策の概要
○ 農林⽔産省では、温室効果ガスを削減し地球温暖化の防止を図るための「緩和策」と、地球温暖化がも

たらす現在及び将来の気候変動の影響に対処する「適応策」を一体的に推進。

（環境省資料を基に作成）

温室効果ガス

の増加
化石燃料使用による
二酸化炭素の排出、

農業・林業・その他の土地
利用などによる排出

気候変動

気温上昇（地球温暖化）

降雨パターンの変化

海面上昇など

気候変動の

影響

生活、社会、経済

自然環境への影響

緩和
温室効果ガスの
排出を抑制する

適応
被害を回避
・軽減する

・地球温暖化対策推進法
1998年法律第117号
2021年一部改正

・地球温暖化対策計画
2016年5⽉13日閣議決定
2021年10⽉22日改定

・農林⽔産省地球温暖化対策計画
2017年3⽉14日策定
2021年10⽉27日改定

・気候変動適応法
(2018年法律第50号)

・気候変動適応計画
2018年11⽉27日閣議決定
2021年10⽉22日改定
2023年5⽉30日一部変更

・農林⽔産省気候変動適応計画
2015年8⽉6日策定
2021年10⽉27日改定
2023年8⽉31日改定

緩和策：気候変動の原因となるCO2やメタンなどの温室効果ガスの排出削減対策
適応策：既に生じている、あるいは、将来予測される気候変動の影響による被害の回避・軽減対策

14



農林水産省地球温暖化対策計画 農林水産省気候変動適応計画

策定時期

2017年３月
2021年10月27日改定

2015年８月
（2017年3月、2018年11月、2021年10月

一部改定）
2023年８月31日改定

根拠 農林水産省が自主的に策定 農林水産省が自主的に策定

目的 温室効果ガスの排出の抑制
（緩和策）

気候変動の影響による被害の回避・軽減
（適応策）

政府の
関連計画

地球温暖化対策計画
（2021年10月22日閣議決定）

気候変動適応計画
（2021年10月22日閣議決定）

（2023年５月30日閣議決定（一部変更））

計画期間 2030年度まで 当面10年程度
（2026年度改定予定）

概要

・農林水産分野の地球温暖化対策を総合的かつ
計画的に推進するため、農林水産省が策定。

・農業、食品、水産等の分野別の温室効果ガス排
出削減対策、森林や農地等の吸収源対策、分野
横断的な施策、研究開発等について記述。

・2050年カーボンニュートラルや2030年度46%削
減目標、「みどりの食料システム戦略」等を踏まえ、
農林水産分野における地球温暖化対策を最大限
推進。

・農林水産分野の気候変動適応策を総合的かつ
計画的に推進するため、農林水産省が策定。

・ 「気候変動影響評価報告書」（令和２年12月
環境省公表）及び 「みどりの食料システム戦略」を
踏まえ、気候変動に適応する生産安定技術・品種
の開発・普及等について最新の情報に更新。

・政府の「気候変動適応計画」の見直しに反映。

農林⽔産省の地球温暖化対策関連計画
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海外の動向
政府全体の計画

（閣議決定）
省計画

・2021年10月
農林水産省地球温暖化対策計画 改定
農林水産省気候変動適応計画 改定

｢みどりの食料システム戦略｣と地球温暖化関連計画

・2021年5月
みどりの食料システム戦略
食料・農林水産業の生産力向上と持続性の
両立をイノベーションで実現させるための
新たな政策方針として策定

・2015年12月
パリ協定 採択

踏まえて

・2016年５月
地球温暖化対策計画 策定
政府が策定する地球温暖化に関する総合
計画（法定計画）

・2018年11月
気候変動適応計画 策定
気候変動による被害を軽減・回避するた
め、農業、防災、熱中症等各分野の国の
基本的な計画（法定計画）

・2018年11月
農林水産省気候変動適応計画改定
気候変動に適応するため生産安定技術・品種の開発・普
及等農林水産分野の適応計画を策定

・2017年3月
農林水産省地球温暖化対策計画策定
農林水産分野の地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推
進するため策定

・2021年10月
地球温暖化対策計画 改定
気候変動適応計画 改定
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「みどりの食料システム戦略」(2021年５⽉策定)①
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「みどりの食料システム戦略」(2021年５⽉策定)②
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「みどりの食料システム戦略」(2021年５⽉策定)③
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〇 みどりの食料システム戦略に掲げる2050年の目指す姿の実現に向けて、中間目標として、KPI2030年目標を
決定。（令和４年６月21日みどりの食料システム戦略本部決定）

「みどりの食料システム戦略」KPIと目標設定状況
KPI 2030年 目標 2050年 目標

温
室
効
果
ガ
ス
削
減

① 農林水産業のCO₂ゼロエミッション化
(燃料燃焼によるCO2排出量) 1,484万t-CO2（10.6％削減） ０万t-CO2(100%削減)

② 農林業機械・漁船の電化・水素化等技術の確立

既に実用化されている化石燃料使用量削減に資する
電動草刈機、自動操舵システムの普及率：50% ２

０
４
０
年

技
術
確
立

高性能林業機械の電化等に係るTRL
TRL 6：使用環境に応じた条件での技術実証
TRL 7：実運転条件下でのプロトタイプ実証

小型沿岸漁船による試験操業を実施

③ 化石燃料を使用しない園芸施設への移行 加温面積に占めるハイブリッド型園芸施設等の割合：50％ 化石燃料を使用しない施設への完全移行

④ 我が国の再エネ導入拡大に歩調を合わせた、
農山漁村における再エネの導入

2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、農林漁業の健全な
発展に資する形で、我が国の再生可能エネルギーの導入拡大に歩
調を合わせた、農山漁村における再生可能エネルギーの導入を目
指す。

2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、
農林漁業の健全な発展に資する形で、我が国
の再生可能エネルギーの導入拡大に歩調を合
わせた、農山漁村における再生可能エネルギー
の導入を目指す。

環
境
保
全

⑤ 化学農薬使用量（リスク換算）の低減 リスク換算で10％低減 11,665(リスク換算値)（50％低減）

⑥ 化学肥料使用量の低減 72万トン（20％低減） 63万トン（30％低減）
⑦ 耕地面積に占める有機農業の割合 6.3万ha 100万ha（25％）

食
品
産
業

⑧ 事業系食品ロスを2000年度比で半減 273万トン（50％削減）

⑨ 食品製造業の自動化等を進め、労働生産性を向上 6,694千円/人（30％向上）

⑩ 飲食料品卸売業の売上高に占める経費の縮減 飲食料品卸売業の売上高に占める経費の割合：10％

⑪ 食品企業における持続可能性に配慮した輸入原材料調達の
実現 100％

林
野 ⑫

林業用苗木のうちエリートツリー等が占める割合を拡大
高層木造の技術の確立・木材による炭素貯蔵の最大化

エリートツリー等の活用割合：30％ 90％

水
産

⑬ 漁獲量を2010年と同程度（444万トン）まで回復 444万トン

⑭ ニホンウナギ、クロマグロ等の養殖における人工種苗比率
養魚飼料の全量を配合飼料給餌に転換

13% 100％

64％ 100％

「みどりの食料システム戦略」KPI2030年目標の設定

20



新技術の提供等を行う事業者環境負荷低減に取り組む生産者

【支援措置】

生産者だけでは解決しがたい技術開発や市場拡大等、機械・資材
メーカー、支援サービス事業体、食品事業者等の取組に関する計画
（基盤確立事業実施計画）

・ 上記の計画制度に合わせて、必要な機械・施設等に対する投資促進税制、機械・資材メーカー向けの日本公庫資金を新規で措置

• 必要な設備等への資金繰り支援(農業改良資金等の償還期間の延長(10年→12年)等)

• 行政手続のワンストップ化＊ (農地転用許可手続、補助金等交付財産の目的外使用承認等)

• 有機農業の栽培管理に関する地域の取決めの促進＊

• 必要な設備等への資金繰り支援 (食品流通改善資金の特例)

• 行政手続のワンストップ化 (農地転用許可手続、補助金等交付財産の目的外使用承認)

• 病虫害抵抗性に優れた品種開発の促進 (新品種の出願料等の減免)

生産者やモデル地区の環境負荷低減を図る取組に関する計画
（環境負荷低減事業活動実施計画等）

【支援措置】

・ 生産者、事業者、消費者等の連携 ・ 技術の開発・活用 ・ 円滑な食品流通の確保 等

※環境負荷低減：土づくり、化学肥料・化学農薬の使用低減、温室効果ガスの排出量削減 等

・ 関係者の理解の増進
・ 環境負荷低減に資する調達・生産・流通・消費の促進

制度の趣旨

国が講ずべき施策

・ 国・地方公共団体の責務（施策の策定・実施）

みどりの食料システムに関する基本理念

関係者の役割の明確化

基本方針（国）

基本計画（都道府県・市町村）

・ 技術開発・普及の促進
・ 環境負荷低減の取組の見える化 等

・ 生産者・事業者、消費者の努力

協議 同意

申請 認定

申請 認定

みどりの食料システムの実現 ⇒ 農林漁業・食品産業の持続的発展、食料の安定供給の確保

＊モデル地区に対する支援措置

※ 環境と調和のとれた食料システムの確立のための
環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律
（令和４年法律第37号、令和４年７月１日施行）
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食料システムの関係者（生産者、食品事業者、機械・資材メーカー、消費者等）で基本理念を共有し、
関係者が一体となって環境負荷低減に向けた取組を推進するため、「みどりの食料システム法※」が
令和４年4月22日に成立し、5月2日に公布。7月1日に施行。

【みどり投資促進税制の創設】（R４年度税制改正）

みどりの食料システム法に基づき、環境負荷低減に取り組む
生産者や事業者による機械・施設等への投資を促進

 生産者や地域ぐるみの活動による
環境負荷低減の取組を後押しする認定制度

 機械・資材メーカー、支援サービス事業体、
食品事業者等の取組を後押しする認定制度

良質な堆肥を供給する
堆肥化処理施設

予算・税制・融資で促進

【日本政策金融公庫等による資金繰り支援】
・ 農業改良資金等による無利子融資
・ 機械・資材メーカー向けの低利融資(新事業活動促進資金)の拡充 等

土壌センサ付可変施肥田植機

化学農薬・肥料の使用低減に資する機械・施設等を
導入する場合の特別償却を措置（機械32％、建物16％）

※ 環境と調和のとれた食料システムの確立のための
環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律

「みどりの食料システム戦略」の実現に向けた政策の推進
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第３章 我が国を取り巻く環境変化への対応
１．国際環境変化への対応
（４）食料安全保障の強化と農林水産業の持続可能な成長の推進
農林水産物・食品の輸出では、稼ぎを重視しつつ、2025年の輸出額２兆円目標の前倒しを目指すほ

か、みどりの食料システムの確立に向け、有機農業等の先進的な取組の後押し、食品事業者の育成及
び生産者との連携の促進、消費者理解の醸成に資する「取組の見える化」等を進める。

○ 経済財政運営と改革の基本方針2023（令和５年６月16日閣議決定）（抄）

Ⅳ．ＧＸ・ＤＸ等への投資
３．食料安全保障
（２）農林水産業のグリーン化
温室効果ガスによる気候変動の影響や、生物多様性の喪失等が進む中、持続的な食料生産を確保す

るためには、環境負荷低減に向けた対応を行うことが必要である。
このため、みどりの食料システム戦略の実現に向けて、有機農業の推進、有機農産物の需要拡大に

向けた食品事業者と生産者の連携、生産者の環境負荷低減の努力の見える化、農業分野でのＪ－クレ
ジットの活用、食品企業の食品ロス削減に向けた役割の強化等に取り組み、環境と調和のとれた食料
システムを確立する。

○ 新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2023改訂版
（令和５年６月16日閣議決定）（抄）

「みどりの食料システム戦略」に関する政府方針

23



2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

目標・
戦略

GX
投資

規制・
制度

国際
戦略

・新たな環境制御技術の実証・普及拡大
・地産地消型のエネルギーマネジメントシステムの実証・導入
・森林資源の活用に向けた民間企業等への投資拡大
・木質系新素材の大量生産・利用による脱化石資源

24

 GX（グリーン・トランスフォーメーション）とは、2050年カーボンニュートラルに向けて、化石燃料中心の産業構造・社会構造をクリーンエネルギー中心へ転換することであり、
GXを加速するため、脱炭素に向けた民間投資を促進して新たな需要・市場を創出し、経済成長を実現。

 「みどりの食料システム戦略」（令和３年5月策定）及び「みどりの食料システム法」（令和4年4月成立、7月施行）に基づき、食料・農林水産業分野における脱炭
素・環境負荷低減に向けた変革の取組を推進。

 農林水産業の生産活動の場である森林・農地・藻場等は、温室効果ガスの吸収源として、2050年カーボンニュートラルの実現に向けて不可欠な役割を担っており、民間
投資を呼び込む観点から、関係者の行動変容も含め、それらの機能強化を図る。

2040年代2030年代
20502040

「みどりの食料システム戦略」による持続可能な食料システムの構築（農林水産業のCO2ゼロエミッション化の実現等）

森林・林業・木材産業による経済・社会のグリーン成長の実現

「日ASEANみどり協力プラン」等を通じ、みどりの食料システム戦略をアジアモンスーン地域の取組モデルとして打ち出すとともに、
アジアモンスーン地域等での国際共同研究により、気候変動緩和の実現等に資する技術の実装を強力に促進

自然系クレジット（吸収源としての森林、農地、ブルーカーボン）の活用促進による企業のGHG削減、カーボンニュートラル経営への貢献

農林水産業における脱炭素の「見える化」による消費者の行動変容、環境にやさしい農産物の供給拡大

みどりの食料システム戦略及びみどりの食料システム法に基づく環境負荷低減に向けた取組とイノベーション

構造転換投資
（省エネ農機、ヒートポンプ、地産地消型再エネ発電施設、航空レーザー計測による高度森林資
源情報等）

研究開発 ゼロエミッション型園芸施設、VEMS（農山漁村の地域に合わせたエネルギーマネジメントシステム）、
改質リグニンによる高機能プラスチック代替技術等

・農業機械の電化の研究開発
・ハイブリッド型園芸施設等への転換の推進
・地域のバイオマスを活用した再エネ発電
・温室効果ガス削減の「見える化」、Jクレジットの活用推進
・エリートツリーやデジタル技術等、森林分野のイノベーションの実装
・改質リグニンなど木質系新素材の開発・普及や都市の木造化

2050年
カーボンニュートラル

農林水産業の
CO2ゼロエミッションの

実現等

農林⽔産分野におけるGXの取組について （ＧＸ実現に向けた基本方針参考資料を基に作成）



「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」(2021年10⽉閣議決定）
(農林⽔産関係）

○ 「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」は、パリ協定に基づき、全ての国が作成・通報するよう努力す
べきとされている長期低排出発展戦略。

○ 2020年10⽉の総理の2050年カーボンニュートラル宣言を踏まえ、2050年カーボンニュートラルの実現に向けた基
本的考え方、分野別のビジョン等を示している。

第1章：基本的な考え方
○ 地球温暖化対策は経済成長の制約ではなく、積極的
に対策を行うことで産業構造や経済社会の変革をもたらし
大きな成長につなげるという考えの下、「2050年カーボン
ニュートラル」の実現を目指す。
第2章：各分野の長期的なビジョンとそれに向けた対策・

施策の方向性
○ エネルギー、産業、運輸及び地域・くらしについての排出
削減対策・施策とともに、吸収源対策について記述。
（「みどりの食料システム戦略」を明記。）

第3章：重点的に取り組む横断的施策
○ イノベーションの推進、グリーンファイナンスの推進、ビジネ
ス主導の国際展開・国際協力、予算、税制、規制改革・
標準化、人材育成、政府の率先的取組等について記述。
第4章：長期戦略のレビューと実践
・レビュー 6年程度を目安としつつ情勢を踏まえて柔軟に

検討を加えるとともに必要に応じて見直し
・実践 将来の情勢変化に応じた分析／連携／対話

長期戦略のポイント

○ 「みどりの食料システム戦略」（令和３年５月12日農林水産省決定）に基づき、
調達から、生産、加工・流通、消費に至るサプライチェーン全体において、既に開発さ
れつつある技術の実用化、2040年までに革新的な技術・生産体系を順次開発 等

○ みどりの食料システム戦略を、欧米とは気象条件や生産構造が異なるアジアモン
スーン地域の新しい持続的な食料システムとして提唱し、国際的な議論やルールメイ
キングにも積極的に参画

○ 省エネルギー設備の導入、施設園芸での加温施設における木質バイオマス燃料等
への転換や地中熱の利用、家畜排せつ物のエネルギー利用を推進

○ 畜産業では、温室効果ガス削減効果がある飼料やICTを活用した飼養管理の改
善、嫌気性発酵の抑制を促す家畜排せつ物処理の改善、遺伝子情報を活用した家
畜改良等の排出削減技術の開発・普及・推進

○ 農林水産物・食品の生産・加工・流通・消費・廃棄（リサイクル）を通じたサプライ
チェーン全体における脱炭素化を推進、認証・ラベリングなどの温室効果ガス排出削減
に係る行動の「見える化」を推進

○ 持続可能な消費の拡大、消費者と生産者の交流を通じた相互理解の促進、栄
養バランスに優れた日本型食生活の総合的推進

○ 間伐やエリートツリー等による再造林等の森林整備、建築物等への木材利用の
拡大など、森林吸収源対策を推進

○ 有機物の施用による土づくりの推進、高機能化を図り農地に施用しやすい新たなバ
イオ炭資材等の開発等の取組を通じて、農地などの土壌への炭素貯留を推進

○ 「ブルーカーボン」について、全国で水生植物を用いた藻場の保全・回復等の二酸
化炭素の吸収源としての可能性を追求

農林水産関連の主な対策・施策
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緩和策
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2030年度排出削減目標
▲46.0％（2013年度比）※

排出削減対策▲42.2％

（農林⽔産分野▲0.2 ％含む）

農林⽔産分野の
対策により ▲3.5％

2013年度
(H25年度)

2030年度

7億6,000万
t-CO2

2030年度
目標

2013年度
総排出量

14億763万
t-CO2

※：排出削減対策と吸収源対策のほか
、二国間クレジット制度（JCM）によ
り、官民連携で2030年度までの累
積で、1億t-CO2程度の国際的な排
出削減・吸収量を目指す。

政府の「地球温暖化対策計画」の中期目標

資料：「地球温暖化対策計画」(令和3年10月22日閣議決定）及び「2021年度（令和3年度）の温室効果ガス排出量（確報値）について」（環境省発表）を基に農林水産省作成。

【排出削減対策】

省エネルギー型漁船への転換

漁船の省エネルギー対策

2030年度削減目標：19.4万t-CO2

施設園芸・農業機械の温室効果ガス排出削減対策

・施設園芸における省エネ設備の導入
・省エネ農機の普及 ＜ヒートポンプ等省エネ型設備や

自動操舵装置等省エネ農機の普及＞

2030年度削減目標：施設園芸 155万t-CO2
農業機械 0.79万t-CO2

・中干し期間の延長等による⽔田からのメタンの削減
・施肥の適正化による一酸化二窒素の削減

2030年度削減目標：メタン 104万t-CO2
一酸化二窒素 24万t-CO2

農地土壌に係る温室効果ガス削減対策

＜土壌診断に基づく施肥指導＞

＜省エネ型のエンジン等の導入＞

【吸収源対策】
森林吸収源対策

2030年度目標：約3,800万t-CO2

農地土壌吸収源対策

・堆肥や緑肥等の有機物やバイオ炭の施用を推
進することにより、農地や草地における炭素貯
留を促進 微生物分解を受けにくい

土壌有機炭素

2030年度目標：850万t-CO2
堆肥等の施用

・間伐の適切な実施や、エリートツリー等
を活用した再造林等の森林整備の推進

・建築物の木造化等による木材利用の拡大 等
エリートツリー

の活用
建築物の

木造化・木質化

吸収源対策 ▲3.4％

森 林 吸 収 ▲2.7％

農 地 土 壌 吸 収 ▲ 0 . 6 ％

農林⽔産分野 ▲3.3％

政府の「地球温暖化対策計画」(2021年10月閣議決定) の目標と農林水産分野の位置付けについて

※青字（％）は2030年度排出削減目標に対する2021年度時点の実績値

▲20.3%

▲16.9%

±0%

▲3.4%

▲3.3%

▲3.0%

▲0.2%

▲3.3%

※黒字（％）は2030年度排出削減目標

（注1）

注１：「農地土壌吸収」の実績値（▲0.2％）は、「2021年度（令和3年度）の温室効果ガス排出量（確報値）について」（環境省発表）の「農地管理活動」の吸収量により算出。
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施設園芸の温室効果ガス排出削減対策
（施設園芸における省エネ設備の導入）

漁船の省エネルギー対策
（省エネルギー型漁船の導入）

農業機械の温室効果ガス排出削減対策
（省エネ農機の普及）

• 温室効果ガス排出削減にも資する施設園芸省エネ設備の導入促進
• 「施設園芸省エネルギー生産管理マニュアル」及び「施設園芸生産管理チェックシート」
の生産管理の普及啓発

• 省エネ設備等の技術確立の促進
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政府の「地球温暖化対策計画」における農林⽔産分野の対策

2030年度削減目標：19.4万t-CO22030年度削減目標：155万t-CO2

農地土壌に係る温室効果ガス削減対策
（中干し期間の延長等による水田からのメタンの削減）

農地土壌に係る温室効果ガス削減対策
（施肥に伴う一酸化二窒素削減）

• 土壌診断に基づく適正施肥の推進

• 環境保全型農業の推進

農地土壌吸収源対策

• 省エネ農機の購入の促進

• 農機の省エネ使用に関する啓発・普及

• 化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減する取組と合わせて行う、
長期中干しや秋耕

• 中干し期間の延長や秋耕等を取り入れた「グリーンな栽培体系」への
転換に向けた検証等の取組

• Ｊ－クレジット制度の活用による水稲栽培の中干し期間の延長
の推進

森林吸収源対策 2030年度目標：約3,800万t-CO2

2030年度削減目標：0.79万t-CO2

2030年度目標：850万t-CO2

2030年度削減目標：24万t-CO2

2030年度削減目標： 104万t-CO2

除草機等
小型電動農機

受信機

モニタ・
操舵装置

電動トラクタ

中干しの実施

ＬＥＤ集魚灯や省エネ型エンジンの漁船への導入を推進

土壌診断等を通じた適正施肥の推進

ヒートポンプや木質バイオマス加温機
等による加温

地中熱や工場の廃熱等を
利用した燃油に依存しない加温

環境センサ取得データを利用した
適温管理による無駄の削減

高い精度での作業を可能とし、作業重複を削減する
ことで省エネに資する「自動操舵装置」の普及促進

2050年カーボンニュートラルの実現に向けた
農業機械の電化・水素化等の推進

バイオマス（果樹剪定枝など）

炭化 施用

• 化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減する取組と合わせて行う、
堆肥の施用やカバークロップ等の取組

• 堆肥等の製造施設の整備や堆肥・緑肥等による土づくりの実証
• バイオ炭や堆肥・緑肥の施用等を取り入れた「グリーンな栽培体系」への
転換に向けた検証等の取組

• Ｊ－クレジット制度の活用によるバイオ炭施用
の推進

• 間伐の適切な実施や、エリートツリー等を活用した再造林等の森林整備の推進
• 建築物の木造化等による木材利用の拡大 等

エリートツリーの活用 建築物の木造化・木質化

• 漁船漁業における省エネルギー技術の開発・実用化の促進

• 省エネルギー型漁船への転換の推進



対象品目
コメ、トマト、キュウリほか計23品目

地域又は県の標準的栽培で
の排出量（品目別）

対象生産者の栽培方法
での排出量（品目別）

生産者の栽培情報を用いて、生産時のGHG排出を試算

排出（農薬、肥料、燃料等）
ー吸収（堆肥・バイオ炭）

入力データ

標準値

吸収 排出

１００％ ー = 削減率（％）

5%
削減達成！

その地域での慣行栽培と比較して、当該生産者の栽培が
GHG排出を何割削減できているかを評価

消費者へのわかりやすい表示

「みどり戦略」に基づく農産物の温室効果ガス削減の「見える化」 2023年８月
農林水産省

○ みどりの食料システム戦略に基づき、消費者の選択に資する環境負荷低減の「見える化」を進めます。

○ 化学肥料・化学農薬や化石燃料の使用削減、バイオ炭や堆肥の施用、水管理（水田）などの、生産者の栽
培情報を用いて、定量的に温室効果ガスの排出と吸収を算定し、削減率に応じて星の数で
分かりやすく表示します。

「見える化」とは？

消費者にわかりやすい表示・広報
ラベルを用いて温室効果ガス削減
を消費者に分かりやすく表示

関係者の理解の醸成
生産者、食品事業者、流通・小売事
業者等が、「あふの環」等を通じて連
携、「見える化」を発信

東急ストア

41%

8%

37%

店舗への印象

86％が
良い印象 N=1899

★ ：削減率５％以上
★★ ： 〃 10%以上
★★★： 〃 20%以上

良い

どちらでも
ない

やや良い
非常に
良い

コープみやざき

全国のべ199か所で販売
（令和５年８月24日時点）
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方法論「水稲栽培における中干し期間の延長」の概要

〇メタン発生の仕組み

 農林漁業者・食品産業事業者等による実施が想定
される主な方法論

制度普及に向けて、
Youtube動画を作成

 Jークレジットの登録件数

※農業分野の17件は農業者等が実施する件数を集計したもの。
うち、９件が省エネ・再エネ方法論による取組、８件が農業分野の
方法論に基づく取組 制度普及に向けた取組 （2023年９月５日時点）

 Jークレジットの仕組み

農業分野の
方法論

農林水産分野におけるカーボン・クレジットの推進

４月21日方法論施行

① 農業分野の登録件数
（現状17件）の拡大

② 農業分野における方法論
(現状５つ）の拡充

③ 農業分野の方法論に基づく
取組（現状8件）の拡大

今後の課題

温室効果ガスの排出削減・吸収の取組
（ボイラーの導入／植林・間伐／バイオ炭施用等）

クレジット創出者

クレジット購入者

クレジット売却
資金
￥

目標達成、CSR活動
（温対法・省エネ法の報告、カーボン・オフセット等）

• 中干し期間を、その水田の直近２か年以上の実施日数より７日間延長し、その旨を証明する生産管理記録等を提出
• 地域や水田の条件によるが、概ね0.1～0.36トン／10a（CO2換算）の削減量（クレジット）が認定

（図の出典：つくばリサーチギャラリー）

• 水田から発生するメタンは、土壌に含まれる有機物や、肥料と
して与えられた有機物を分解して生じる二酸化炭素・酢酸な
どから、嫌気性菌であるメタン生成菌の働きにより生成される。

• 水田からのメタンの発生を減らすには、
排水期間を長くすること（＝中干し期間の延長の実施）が
重要。

○温室効果ガスの排出削減・吸収量をクレジットとして国が認証し、民間資金を呼び込む取引を可能とするＪークレジット制度は、農林漁業者等
が削減・吸収の取組により生じるクレジットを売却することで収入を得ることができることから、農林水産分野での活用が期待される。

○Ｊークレジットの登録件数のうち、農業分野は17件。また、農業分野の方法論は５つで、令和５年４月には、「水稲栽培における中干し期
間の延長」が新たな方法論として施行。農業分野の方法論に基づく取組は8件。

○今後、それぞれの取組数の拡大に向け、制度の普及や方法論の策定に資するデータの収集・解析を進めるとともに、専門家派遣や申請・認
証費用に係る支援事業等によりプロジェクトの形成を後押し。
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適応策
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現状と将来の影響評価
を踏まえた計画策定

温暖化等による
影響への対応

極端な気象現象による
災害への対応・防災

気候変動がもたらす
機会の活用

関係者間での連携・
役割分担、情報共有

計画の継続的な見直し、
最適化による取組の推

進

○政府全体の影響評価と整合し、気候変動の影響に的確かつ効果的に対応する計
画を策定

○当面１０年間に必要な取組を中心に分野・項目ごとに計画として整理し、推進

○農作物等の生産量や品質の低下を軽減する適応技術や対応品種の研究開発
○対応品種や品目への転換、適応技術の普及 ○病害虫、鳥獣害への対応
○⽔産資源への影響への対応 ○熱中症対策

○集中豪雨等による農地の湛⽔被害や山地災害の激甚化
○海面⽔位上昇による高潮のリスク増大等

○低温被害の減少による産地の拡大
○亜熱帯・熱帯作物の新規導入や転換、産地育成
○積雪期間短縮による栽培可能期間、地域の拡大による生産量の増大

○国：気候変動の現状及び将来影響の科学的評価、適応技術等の基礎的な研究開発
ソフト・ハード両面による地域の取組の支援策提示、国内外の情報収集及び発信

○地方：地域主体による適応策の自立的選択及び推進等
○国と地方相互の連携による適応計画の効果的実施

○ IPCC等の新しい報告等を契機とした最新の科学的
知見による現状及び将来影響評価の見直し

○適応策の進捗状況の確認や最新の研究成果等の反映

これらに備え、防災
に資する施設整備等
を計画的に推進

これら最新の評価結果
等に基づいた適応計画
の継続的な見直し

農林⽔産省気候変動適応計画の概要
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白未熟粒(左)と正常粒(右)の断面

・高温耐性品種の開発・普及
・肥培管理、水管理等の基本技術の徹底

・高温による品質の低下。
・高温耐性品種への転換が進まない場合、
全国的に一等米比率が低下する可能性。

水稲

写真出典：農林水産省ほか

・サンマ、スルメイカ、サケ漁獲量の減少。・ホタテ貝やカキのへい死。
・養殖ノリの養殖期間の短縮による収穫量の減少。
・回遊性魚介類の分布範囲と体長の変化、夏季水温
上昇による魚類養殖産地への影響の可能性。

水産業

・ハード・ソフト対策の適切な組合せによる農業用水の効率的利用、
農村地域の 防災・減災機能の維持・向上

・短時間強雨が頻発する一方で、少雨による渇水も発生。
・田植え時期の変化や用水管理労力の増加などの影響。
・農地の湛水被害などのリスクが増加する可能性。

農業生産基盤

集中豪雨による農地の湛水被害

・りんごやぶどうでは、優良着色系統や黄緑色系統の導入
・うんしゅうみかんよりも温暖な気候を好む中晩柑（しらぬひ等） への転換

・りんごやぶどうの着色不良、うんしゅうみかんの浮皮や
日焼け、日本なしの発芽不良などの発生。
・りんご、うんしゅうみかんの栽培適地が年次を追うごとに移動する
可能性。

果樹

りんごの着色不良
うんしゅうみかんの浮皮

・畜舎内の散水、換気など暑熱対策の普及
・栄養管理の適正化など生産性向上技術の開発
・飼料作物の栽培体系の構築、栽培管理技術の開発・普及

畜産・飼料作物
・夏季に、乳用牛の乳量・乳成分・繁殖成績の低下や
肉用牛、豚、肉用鶏の増体率の低下等。
・一部地域で、飼料作物の乾物収量が年々増加傾向。

京都府 ヒト用の冷感素材を応
用した家畜用衣料の開発

林業
・森林の有する山地災害防止機能の限界を超えた
山腹崩壊などに伴う流木災害の発生。
・豪雨の発生頻度の増加により、山腹崩壊や土石
流などの山地災害の発生リスクが増加する可能性。
・降水量の少ない地域でスギ人工林の生育が不適に
なる地域が増加する可能性。

豪雨による大規模な山地災害

（万トン）

33

・治山施設の設置や森林の整備等による山地災害の防止
・気候変動の森林・林業への影響について調査・研究
・流木災害防止・被害軽減技術の開発

・海洋環境変動の水産資源への影響を把握し、資源評価を高精度化
・高水温耐性を有する養殖品種や赤潮被害の軽減技術を開発
・赤潮抵抗性を有する養殖魚の育種技術等を開発

乾燥により枯れたスギ

家畜の伝染性疾病
病害虫

・家畜伝染病の侵入防止（水際対策の強化・効率化）
・農場における家畜の飼養衛生管理レベルの向上
・全国的なデータ蓄積システムの構築や遠隔診療の推進等による獣医療体制の強化

・家畜の伝染性疾病を媒介するおそれのある野生生物の生息域の拡大
・国境を越えた人やモノの移動の増加と共に輸入禁止品による病害虫の侵入リスクが増大・病害虫の分布域の拡大、発生量の増加、発生時期の長期化

・国境を越えた人やモノの移動の増加と共に輸入禁止品による病害虫の
侵入リスクが増大

サンマ、スルメイカ、
サケの漁獲量の変遷
（2003ー2019）

○ 災害や気候変動に強い持続的な農林水産業を構築するため、以下のような取組を行う必要。
① 気候変動リスクの情報の提供、気候変動に適応する生産安定技術・品種の開発、気候変動等の影響を考慮した作物の導入
② 生産基盤の防災・減災機能の維持・向上等の推進
③ 病害虫の侵入・まん延、家畜伝染病の拡大などにも適切に対応するための水際対策、農場における管理の強化

気候変動等への主な適応策

・病害虫の侵入防止（水際対策の強化・効率化）
・AI等を活用した発生予察など病害虫の早期発見・国内防除体制の強化



ブリ加工品 （北海道）

ブラッドオレンジ （愛媛県）

アボカド （愛媛県）

アテモヤ

三重県の温暖な気候を活かした亜熱帯果樹の
特産品化を目指して、アテモヤの栽培適応性に
ついて検討し、優良品種の選定及び安定生産の
ための栽培技術を確立した。

施設栽培が必須ではあるが、冬季は凍らない
程度の加温で栽培可能であり、県内で生産に取り組んでいる。
（栽培面積(三重県） 令和２年：12a）

（三重県）

もも （青森県）

ヒノキ （山形県）

暖地型作物導入プロジェクトの一環として、
これまで山形県では育成が困難であった
ヒノキ等新規樹木の植栽試験を実施し、成
長経過や気象害、病虫獣害の発生等につ
いてモニタリングを行い、温暖化適応樹種と
しての可能性を検討している。

平成23年以降、北海道におけるブリ
の漁獲量の増加を活用し、加工品の
商品開発等に取り組んでいる。

（ブリ漁獲量（北海道）
平成22 年：2,190t → 令和３年：13,971t）

気候変動がもたらす機会の活用例
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〇 気温の上昇による栽培地域の拡大など気候変動がもたらす機会を活用。

愛媛県南予地域では、温暖化による影響
や柑橘周年供給に向けて、平成15年頃より
ブラッドオレンジ（「タロッコ」、「モロ」）の導入
・普及に向けた取組を行い、着実な産地化
が進められている。
（栽培面積（愛媛県） 平成20年：13.5ha → 令和２年：46.9ha）

愛媛県松山市の島しょ部や海岸部におい
て、平成20年頃よりアボカドの導入、普及が
進められており、国産アボカドとしての産地
のブランド化が進められている。

（栽培面積（愛媛県） 平成26年：3ha → 令和２年：14.9ha）

青森県においてりんご栽培面積の７割を
占める中南地域で、近年、ももの生産振興
が図られており、高品質生産、産地ブランド
化に向け、有望品種の検討や栽培技術の
向上等の取組が行われている。
（栽培面積（青森県） 平成19年：91.4ha → 令和２年：151ha）



国際的な取組
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みどりの食料システム戦略の国際的な発信

G7宮崎農業大臣会合（2023年４月22-23日）
野村農林水産大臣より、「みどりの食料システム戦略」に基づく取組を紹介する
とともに、農業の生産性向上と持続可能性の両立を実現させるなどのメッセージ
を「G7農業大臣声明」として発出。
野中農林水産副大臣より、同会合のサイドイベントにおいて、「みどりの食料シス
テム戦略」を通じた持続可能な食料システムの転換に向けた取組を発信。

G20農業大臣会合（2023年６月16-17日） 国連食料システムサミット2年後フォローアップ会合
（2023年7月24-26日）

勝俣農林水産副大臣より、我が国の食料システ
ム変革に向けた道筋（National Pathway）と
して位置づけた「みどりの食料システム戦略」の取
組と戦略に基づく経験を発信。

野村農林水産大臣より、G7宮崎農業大臣会
合の議論を踏まえ、持続可能な農業・食料シス
テムの構築を実現するため、「みどりの食料シス
テム戦略」の取組を推進している旨発信。

G7広島サミット（2023年５月19-21日）

海外メディアの取材拠点となる情報メディアセンター（IMC)において、「みどり
の食料システム戦略」と環境負荷低減の「見える化」の取組をパネル展示で
紹介。各国首脳等が参加するレセプションにおいて、「見える化」食材を提供。

写真提供
：広島県庁

○ 総理、大臣・副大臣・政務官をはじめとして、あらゆる機会を捉えてみどりの食料システム戦略を国際的に発信

ASEAN＋3（日中韓）首脳会議（2023年9月6日）

岸田総理より、強靭で持続可能な農業及び食料システムの構築に向けた
「日ASEANみどり協力プラン」の打ち出しを表明。

国連食糧農業機関（FAO）第43回総会（2023年７月１-７日）/ APEC食料安全保障担当大臣会合（2023年８月３日）

⻆田農林水産大臣政務官及び藤木農林水産大臣政務官より、「みどりの食料システム戦略」
を紹介するとともに、戦略に沿ったイノベーションの実施と利用の推進や取組例を発信。

写真：
首相官邸HP
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日 時：2022年11月６日（日）～11月20日（日）
場 所：エジプト（シャルム・エル・シェイク）

（注：並行して、京都議定書第17回締約国会合（CMP17）、パリ協定第４回締約国会合（CMA４）、
科学上及び技術上の助言に関する補助機関（SBSTA）及び実施に関する補助機関（SBI）第57回会合が開催）

【農林水産関連の主な議論】
COP27全体決定
（農林水産分野の内容を含む）
農業に関する議題
・農業に関するコロニビア共同作業
「適応・農業の日（農業デー）」
・食料・農業の持続可能な変革(FAST)イニシアチブ立ち上げ
・コロニビア共同作業閣僚級パネル
・気候のための農業イノベーションミッション閣僚級会合 ほか
「森林・気候のリーダーズ・サミット」
・森林･気候のリーダーズ･パートナーシップ（FCLP）立ち上げ

【主要日程】
① シャルム・エル・シェイク気候実施サミット
（11月７日～８日）
② COP27本体交渉（11月６日～20日）
※閣僚級・事務方が対応

③ テーマ別デー（会期中各日）
※エジプトが主催

概 要

 ２週間にわたる交渉の結果、気候変動対策の各分野における取組の強化を求めるCOP27全体決
定「シャルム・エル・シェイク実施計画」等が採択（気候変動による食料危機の深刻化やパリ協定の温度目標の設
定に向けた森林等の役割に関する内容を含む。）

 農業に関する議題では、引き続きワークショップ等を通じた各国の情報共有を進めることとする 「農業
及び食料安全保障に係る気候行動の実施に関するシャルム・エル・シェイク共同作業」が決定

 「農業デー」においては、FASTイニシアチブ立ち上げ閣僚級会合において、勝俣農林水産副大臣から
「みどりの食料システム戦略」に関する取組を世界に発信するとともに、農林水産省主催により、持続
可能な農業に関する国際セミナーを開催

 2030年までに森林の消失と土地の劣化を食い止め、その状況を好転させる世界的な取組を加速す
ることを目的とした「森林・気候のリーダーズ・パートナーシップ（FCLP）」に我が国も参加 37

国連気候変動枠組条約第27回締約国会議(COP27)結果概要



〇 「農業に関するコロニビア共同作業」（COP23(2017年)）に続く、４年間の「農業及び食料安全保障に係る気候行動の実施に関する

シャルム・エル・シェイク共同作業」が採択。

〇 今後、関連のワークショップの開催や情報共有のためのオンライン・ポータルの設置等が行われる予定。

最新の科学的知見に依拠しつつ、昨年の「グラスゴー気候合意」の内容を踏襲しながら、緩和、
適応、ロス＆ダメージ、気候資金等の分野で、締約国の気候変動対策の強化を求める内容。

【農林水産関連の主な内容】

 気候変動への対応における持続可能な消費・生産パターン等への移行が重要。

 食料安全保障と飢餓の撲滅が優先事項。食料生産システムは脆弱。

 気候変動と生物多様性という相互に連関する国際的危機に対する喫緊の対応。

 特に途上国において、気候変動の影響が世界的なエネルギー・食料危機を深刻化。

 2030年までにメタンを含むGHG排出削減に向けた更なる行動。

 パリ協定の目標達成に向けた自然及び生態系の保護・保全・回復が重要。

 海洋年次対話2022の結果を歓迎、海洋に基づく行動の検討。

 締約国は、森林被覆、炭素減少の停止等を目指すべき。

COP27全体決定（シャルム・エル・シェイク実施計画）
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農業及び食料安全保障に係る気候行動の実施に関するシャルム・エル・シェイク共同作業

COP27における農林⽔産関連の決定事項



機密性２情報 省内限り

〇 同日、ジャパンパビリオンにおいて、
「持続可能な農業と食料安全保障」
をテーマとするセミナーを開催。

 200名を超える参加者に対し、
中澤農林水産技術会議事務局研究総務官（当時）から、
「みどりの食料システム戦略」の概要を紹介するとともに、同戦略
に基づく我が国の生産技術や気候変動対策に資する我が国の
取組を紹介したほか、日本食の普及促進等も実施。

 また、会場内展示スペースに農林水産省ブースを設置し、来場し
た約1,000名に対して食料安全保障や気候変動対策に関する
取組の成果を広く共有し、保存食等のPRも実施。

〇 食料・農業の持続可能な変革に向けた各国の協力を促進することを目的とする
新たな国際イニシアチブ（エジプト主導）。

 農業デーの冒頭、エジプト農業担当大臣を議長としてその立ち上げ閣僚級会合
が開催され、我が国のほか、米国、ドイツ、イギリス、フランスなど先進国や、COP28
議長国の UAE、アフリカ、ラテンアメリカから計17か国の閣僚級が参加。

 我が国からは、勝俣孝明農林水産副大臣がビデオメッセージにより、
「みどりの食料システム戦略」の経験や知見を活用して、各国の
持続可能な食料・農業システムへの移行に積極的に貢献していく旨を表明。

食料・農業の持続可能な変革(FAST)イニシアチブの立ち上げ
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〇 気候変動に対応するための農業・食料システム分野におけるイノベー
ションを加速するための国際イニシアチブ（米国・UAE主導）。

 農業デーにその閣僚級会合が開催され、我が国からは、「みどりの食
料システム戦略」に基づく取組の推進や、アジアモンスーン地域各国
との応用研究を進めていく旨を共有。

〇 2022年11⽉12日、COP27議長国・エジプトの主導で「適応・農業の日（農業デー）」が開催。
〇 我が国は、さまざまな食料・農業関係のハイレベルイベントにおいて、「みどりの食料システム

戦略」の経験や取組を広く世界に発信。

気候のための農業イノベーションミッション
（AIM for Climate）閣僚級会合 農林水産省主催セミナー

〇 クリーンな技術への転換を国際的な連携・協力・調整を強化すること
で加速することを目指す国際イニシアチブ（英国主導）。

 農業ブレイクスルーについては新たに４か国が参加を表明、農業分
野のアクションプラン等の報告が実施。

グラスゴー・ブレイクスルー関連イベント

勝俣副大臣ビデオメッセージの会場放映の様子

「農業デー（2022年11⽉12日）」結果概要



〇 COP26で発表された「森林・土地利用に関するグラスゴー・リーダーズ宣言」等のフォローアップ
として、COP26議長国の英国が主導した森林関係の新たな国際イニシアチブが立ち上げ。
○ 2030年までに森林の消失と土地の劣化を食い止め、その状況を好転させることが目的。
〇 COP27の森林・気候のリーダーズ・サミット（11⽉７日）で立ち上げが発表され、我が国をはじめ
とする27の国・地域が参加。※正式名称：The Forests and Climate Leaders’ Partnership

イニシアチブの活動
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森林・気候のリーダーズ・サミット
（2022.11.7）の結果

●会合では、主要国の首脳・企業・金融関係者・
先住民族グループや地域コミュニティの代表から、
FCLPへの期待やCOP26以降1年間の進捗が発表
された。

（参考）FCLP参加国・地域（2022年11月12日現在）
世界の森林面積の約1/3、世界のGDPの約６割をカバーする計27の国・地域

豪、カナダ、コロンビア、コンゴ共和国、コスタリカ、エクア
ドル、フィンランド、フィジー、フランス、ガボン、ドイツ、
ガーナ、ガイアナ、日本、ケニア、韓国、オランダ、ナイジェ
リア、ノルウェー、パキスタン、シンガポール、スウェーデン、
タンザニア、英国、米国、ベトナム、EU

森林・気候のリーダーズ・パートナーシップ（FCLP）

以下の６つの行動分野における取組を促進し、進捗状況と行動を
紹介するための年次会合の開催と世界進捗報告の作成を行う。
① 持続可能な土地利用経済とサプライチェーンに関する国際

協力
② 実施を支援するための公的・ドナー資金の動員
③ 民間金融システムの転換
④ 先住民及び地域社会のイニシアチブの支援
⑤ 森林のための炭素市場の強化･拡大
⑥ 十全性の高い森林を保全するための国際パートナーシップ

とインセンティブ構築

森林・気候のリーダーズ･サミットでスピーチするスナク英国首相

我が国の対応
●我が国はFCLPを通じて、持続可能な森林経営
と木材利用を促進する日本の経験と専門知識を活
かし、国際機関や民間セクターを含む幅広い関係
者と協力して共通の目標の実現に貢献していく。



○ 気候変動に対応するための農業・食料システム分野におけるイノベーションを加速するための、米国およびUAEが主導す
る国際イニシアティブ。Agriculture Innovation Mission for Climate（略称 AIM for Climate／AIM4C）

○ 50か国及びEUのほか、多数の民間企業等が「パートナー」として参加。イノベーションへの投資の増加や、パートナー間
の連携によるイノベーション（研究開発、実証、展開）の取組（イノベーション・スプリント）等を推進。

参加国・地域・活動等

我が国の対応
・閣僚会合（第１回ドバイ（2022年2月）、第２回ワシントンD.C.（2023年5月））に出席し、
みどりの食料システム戦略に基づくイノベーションの強化の取組等を報告。

・2023年４月の G7宮崎農業大臣会合にて、「気候変動に対応するイノベーションと行動」と題したセミナーを実施。

経緯
・2021年４月の気候サミットにて、米国及びUAEが立ち上げ計画を表明。
・日本は、同年9月の米国のケリー特使の訪日に際しての日米共同発表にて支援を表明、その後の国連食料システムサミットで、
我が国を含む新たな参加表明国が発表。
・同年11月のCOP26において、米国のバイデン大統領が本イニシアチブの立ち上げと、イノベーションを加速するため、今後５年間
で、まずは40億ドルの投資を動員する目標を表明。
・2022年11月のCOP27において、各国政府及び民間から合計80億ドルの投資（実績・コミット）等が報告。

・2023年５月に米国ワシントンD.C.で開催された「AIM for Climateサミット」にて、計130億ドルの投資（実績・コミット）、
イノベーション・スプリントが51件に達したこと等が報告。

・2023年５月現在で50か国（※１）及びEUが参加。また、500以上の民間財団、企業、国際機関、研究機関等が参加。
※１ アルゼンチン、豪州、アゼルバイジャン、バングラデシュ、ブラジル、カナダ、チリ、コロンビア、コスタリカ、デンマーク、エジプト、フィジー、フィンランド、ジョージア、ガーナ、グアテマラ、ガイアナ、

ホンジュラス、ハンガリー、インド、アイルランド、イスラエル、日本、ケニア、リトアニア、メキシコ、モロッコ、モザンビーク、オランダ、ニュージーランド、ナイジェリア、オマーン、パナマ、パラグアイ、
フィリピン、韓国、ルーマニア、シンガポール、スペイン、スリランカ、スウェーデン、バハマ、トルコ、ウクライナ、UAE、英国、米国、ウルグアイ、ウズベキスタン、ベトナム

・イノベーション・スプリント（注：活動資金は自己調達）や、技術情報のオンラインでの情報交換（イノベーション・ハブ）等を推進。

気候のための農業イノベーション・ミッション
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○ グローバル・メタン・プレッジは、世界全体のメタン排出量を2030年までに2020年比30％削減す
ることを目標とする米国・EUの共同イニシアティブ。我が国は、2021年９⽉の日米豪印首脳会合の
場にて参加表明。

2023年7⽉時点では日、英、米、EUほか計150の国・地域が参加を表明。また、計30の国際機関や
財団等が支援を表明。

○ その後、GMP閣僚級会合（2021年10⽉11日：鈴木外務副大臣よりビデオメッセージを発出）を経
て、COP26世界リーダーズ・サミット（同年11⽉2日）において正式に立ち上げ。

○ COP27において、GMPに関する閣僚級会合が開催され、米国ケリー大統領特使が「食料・農業パス
ウェイ」の立ち上げを発表。具体的な内容は今後議論される見込み。

GMPに対する我が国のスタンス
・世界の脱炭素化に向け、世界におけるメタン排出の削減は国際的に重要な課題。他

方、我が国は既にメタン排出削減を実現してきており、排出量は米国・EUと比較し
て相当低い⽔準を達成。

・GMPは、各国に個別の目標やセクター別のコミットメントを求めるものではなく、
参加に伴い、地球温暖化対策計画をはじめとする日本の取組に加えて追加的取組を
実施する必要が生じることにはならない。

・我が国に対しては、国内でメタンの排出削減に成功した経験を優良事例として各国
に共有する等が期待されており、GMP等を通じ、世界の脱炭素化に向けて、引き続
き我が国としてリーダーシップを発揮していく。

今後のスケジュール
年１回のGMPに関する閣僚級会合が開催される見込み。

日本のメタン排出量は
米国の約26分の1、EUの約14分の1
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グローバル・メタン・プレッジ
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